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■国会議員というのは、恵まれていたのだと痛感

　国会議員の資格を失って、早いもので1カ月近くになろうとしている。

　議員でなくなって初めて国会議員というのは、恵まれた特権の中で仕事をさせていただいていたのだな、ということを痛感させられる。

　先日、連合の皆さんとの勉強会で熱海に出向いたのだが、今までは議員の持っているJRパスで当日になって指定席を取らなくてもグリーン車に乗れば空いていることが多く、車掌さんにパスを見せるだけで難なく熱海には行けていたのだ。

　今回はパスがないため、切符を買い求めて普通車に乗り込んだのだが、グリーン車と比べて座席のクッションがやや固めであることに気がつき、恥ずかしながら今までの生活が、庶民の生活感覚から相当に離れていたことを痛感した次第である。

　いま、恐らく政党交付金も含めて計算すれば、国会議員一人当たり1億円は優に超す税金が投入されているわけで、議員の数を減らすべきだ、という主張が出てくることにも理解できなくはない。国民から税金を負担していただく為は、自ら先ず特権をそぎ落としていくべきだ、という主張には理解できなくもない。

　ただ、そのこと以上に求められるのは、議員としての調査・研究活動を強化し、国民にとって何が一番必要なことなのか、しっかりとした見識を持って活動することであり、そのためには議員の活動を保証する制度や財源もきちんと保障すべきだ、と思う。

　昨今の国会議員の様々な特権に対する批判に対しては、やや行き過ぎではないか、と思わざるを得ないことが多い。

　一定の保証がなくなれば、富裕階層の出身者でなければ政治家になれなくなるわけで、大問題なのだ。

　最近では、名古屋市長と市議会の対立が深まっているのを見聞きするにつけ、冷静に代議制民主主義をどのように定着していけるのか、問題の根は深いと言わざるをえない。

　ポプュリズムに対して、しっかりと見識を持って対処していく必要がある。

■日本経済の現状分析をしっかりとなすべきだ

先日、久方ぶりに財務副大臣としての記者会見を行った。

　記者の方たちの一番の関心は経済政策、とりわけ円が1ドル85円を切るところまで進み、内閣府の発表した4～6月のGDPの速報値が予想よりも低く、年率換算で0.4%になったこともあり、何らかの対策が必要なのではないか、ということにあった。

　為替相場の水準については、評価を避けることとしているのだが、果たして実質為替相場で見たときには、デフレの日本とそれ以外の国では当然名目値とは違ったものになるわけで、十分に検討しなければならないことを指摘したところである。

　また、GDPの速報値については数字がその後大きく変化することが多く、9月に修正値が出されるまでは評価を差し控えたいと発言したのだ。

　それでも、記者の方たちは執拗に財務省としては経済対策としての補正予算を組むつもりはないのか、とか、日銀に対してどのような政策を求めていくのかなどの質問が出されてきた。

　一体、日本経済の現状をどのように見るべきなのか、しっかりとした現状分析を踏まえる必要があり、個人的には補正予算などまったく今の状況の中では考えていないと答え、日銀に対して、より一層の金融緩和を求める声が強まっていることについては、日本経済は流動性の罠に入っており、政府の経済政策実現にむけて日銀にも様々な努力を求めたいが、これ以上金融を緩和してもそれほどの効果が見込めないのではないか、と答えたところ、ロイター通信にその発言を捉えられ直ちにテロップで配信されてしまった。

　もちろん、個人的な見解と断ったのだが、十分に注意しながら発言しなければ、情勢が情勢だけに神経質にならざるをえなかった次第であった。

■中国がGDPで日本を抜き去り、世界第２位の経済大国へ

　ところで、GDPといえば、どうやら中国が日本の総額を越えたことが確定したようだ。

　もちろん、一人当たりのGDPは日本の10分の1程度でしかないものの、猛烈な勢いで成長していることは間違いない。

　ただ、一人っ子政策などでやがて早い時期に人口が停滞し、高齢者人口が高くなることは確実で、国民皆保険制度が完備していない中国は、どのようにこの難局を切り抜けていけるのか、なかなか困難な課題を抱えていることは間違いない。

　日本は先進国に移行して後に少子高齢社会に突入したのだが、中国は先進国になる前に高齢社会に入らざるをえなくなりそうだ。

　少なくとも、日本は高齢社会先進国の経験を中国をはじめとする他の国々にとってお手本となるような改革を進めていく必要があるのだが、本当にそうなれるかどうか、今のところ心もとないようだ。

　国民の生活が第一、というスローガンで勝利した民主党であり、少子高齢社会をどのように乗り切っていけるのか、苦しいけれど解決方策を見つけていかなければならない。

